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1. はじめに
　「科学技術の状況に係る総合的意識調査（以下、
NISTEP 定点調査）注」は、産学官の一線級の教員・研
究者や有識者（約 2,800 名）への継続的な意識調査を
通じて、我が国の科学技術やイノベーションの状況変
化を把握する調査である。本調査では、第 5 期科学技
術基本計画1）を踏まえて作成した質問票を通じて、定
量指標では把握が困難な点も含めて、科学技術やイノ
ベーションの状況やその変化について包括的な把握
を行う。本調査の特徴は、毎年、同一の回答者に、同
一のアンケート調査を実施することで、日本の科学技
術やイノベーションの状況変化を定点観測する点に
ある。また、本調査では、これらの 5 年間継続する定
常質問（63 問）に加えて、特に状況把握が必要である
と思われる事項についての深掘調査も実施している。
　本レポートでは、NISTEP 定点調査 20172）で実施

した、「研究成果を創出し、論文を生み出すような活
動」の活発度とその変動要因に関する深掘調査の結果
を報告する。

2. 「研究成果を創出し、論文を生み出すよう
な活動」の活発度及びその変化

２-1　深掘調査の問題意識と回答者について
　主要国の論文数が増加する中で、日本の論文数の伸
び悩みが指摘されている3）。日本の論文数の伸び悩み
は、多様な要因の重ね合わせであると考えられるが、
より詳細な理解を深めるためには、個々の研究者の論
文を生み出すような研究プロセスの理解が必要であ
る。そこで、NISTEP 定点調査の回答者である現場の
教員・研究者（大学等、公的研究機関の部局長から推
薦された一線級の方、約 1,500 名）と大規模研究開
発プロジェクト（SIP, ImPACT, COI）の研究責任者

　本レポートでは、NISTEP 定点調査 2017 において実施した、「研究成果を創出し、論文を生み出すよう
な活動」の活発度とその変動要因に関する深掘調査の結果を報告する。研究活動の現在の活発度や活発度
の上昇度合いは、外部資金の獲得額が高い回答者ほど高い傾向にある。活発度上昇の理由としては、「研
究立ち上げ期から本格実施期への移行」が最も多く選ばれたが、特に着任時期が 3～5 年前である回答者
が選択した割合が高かった。他方、活発度を低下させる主な理由は研究時間の減少であると、NISTEP 定
点調査の回答者である一線級の教員・研究者は認識している。これらの結果は、研究の活発度の維持・上
昇には、日々の研究時間に加えて、中期的な時間の確保も必要であることを意味している。

キーワード：第 5 期科学技術基本計画，研究活動の活発度，研究時間，外部資金と研究成果，
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概　　要

注 NISTEP 定点調査は、これまで、第 3 期科学技術基本計画（2006～2010 年度）期間中の第 1 期、第 4 期科学技術
基本計画（2011～2015 年度）期間中の第 2 期を実施し、現在は第 3 期 NISTEP 定点調査を実施している。
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注： 四捨五入したため、合計が 100％にならない場合がある。括弧内の数字は該当回答者数を意味する。

　また、大学回答者については、大学グループ別の集
計を行った。本調査における大学グループは、2009
～2013 年の日本国内の論文数シェア（自然科学系、
分数カウント）を用いて分類を行った。論文数シェア
が 1％以上の大学のうち、シェアが特に大きい上位 4
大学は、先行研究4）の大学グループ分類に倣い、第 1
グループに固定し、それ以外の大学を第 2 グループ、
0.5％以上～1％未満の大学を第 3 グループ、0.05％
以上～0.5％未満の大学を第 4 グループとした。大学
グループ別では、現在の活発度が高いとする割合が第
1 グループで最も大きく、第 4 グループになるほど低
いとする割合が大きい。
　回答者が 2017 年度に獲得した外部資金の額と現
在の研究活動の活発度の関係を見ると、外部資金の獲
得額が高いほど、現在の活発度が高いとする割合が大
きくなる。外部資金を獲得していない場合、現在の活
発度が低いとする回答者の割合は約 7 割を占めてい
る。NISTEP 定点調査の自由記述からは、所属機関か
ら配分される個人研究費が年々減少し、外部資金を獲
得できなければ研究活動を継続できないという意見
が多く見られるが、それらを裏付ける結果と言える。
また、上記の属性別の状況も、研究活動の活発度が高
い属性は、総じて外部資金の獲得額が高い割合が大き
いことから、現在の研究活動の活発度は、外部資金の
獲得額に大きく関係していることが分かる。

２-3　研究活動の過去 3 年間の変化について
　次に、「研究成果を創出し、論文を生み出すような

（約 150 名）に、「研究成果を創出し、論文を生み出
すような活動」の現在の活発度と過去 3 年間程度の
活発度の変化、その変動要因について深掘調査を実施
した。分析では、回答者の属性情報をもとに、各選択
項目について回答割合の傾向を調べた。

２-2　現在の研究活動の活発度について
　図表 1 に、現場の教員・研究者と大規模研究開発
プロジェクトの研究責任者である回答者に、「研究成
果を創出し、論文を生み出すような活動」の現在の活
発度を尋ねた結果を示す。
　現在の研究活動の活発度の全回答者の状況は、「低
い（大変低い・低い）」とする割合が 38％、「高い（大
変高い・高い）」とする割合が 62％であり、NISTEP
定点調査の全回答者では現在の活発度が高いとする
割合が約 6 割を占めている。
　属性別の状況に注目すると、現場研究者では、全
回答者の状況に近く、大規模研究開発プロジェクト
の研究責任者では、現在の活発度が「低い（大変低
い・低い）」とする割合は 23％、「高い（大変高い・
高い）」とする割合は 78％であり、全回答者に比べて
現在の活発度が高いとする割合が大きい。職位別で
は、教授・部課長クラスが准教授・主任研究員クラ
スや助教・研究員クラスに比べて、現在の活発度が
高いとする割合が大きい。大学種別では、国立大学等

（大学共同利用機関法人も含む）が公立大学や私立大
学に比べて、現在の活発度が高いとする割合が大き
い傾向にある。

図表 1　研究活動の現在の活発度
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注： 四捨五入したため、合計が 100％にならない場合がある。括弧内の数字は該当回答者数を意味する。

図表 2　研究活動の過去 3 年間程度の変化

活動」の過去 3 年間程度の変化について回答者に尋
ねた結果を図表 2 に示す。
　全回答者の活発度の変化は、「低下している（大き
く低下・低下）」とする割合が 27％、「変化なし」と
する割合が 35％、「上昇している（大きく上昇・上
昇）」とする割合が 37％であった。
　属性別の状況に注目すると、大規模研究開発プロ
ジェクトの研究責任者では、研究活動の活発度が「上
昇している（大きく上昇・上昇）」とする割合が 51％
であり、現場研究者に比べて大きい。職位別の状況に
注目すると、准教授・主任研究員クラスの研究活動の
活発度が低下しているとする割合が教授・部課長ク
ラスと助教・研究員クラスに比べて大きい。大学グ
ループ別では、活発度の変化が上昇しているとする割
合が第 1 グループで最も大きく、第 4 グループにな
るほど小さい傾向にある。回答者が 2017 年度に獲
得した外部資金の額と研究活動の変化の関係を見る
と、外部資金の獲得額が高くなるほど、研究活動の活
発度が上昇しているという回答割合が大きい。研究活
動の活発度の変化においても、外部資金の獲得額が大
きく関係している様子が分かる。

3．研究活動の活発度の変動要因
3-1　研究活動の活発度が「大きく低下または低下」
と回答した要因
　過去 3 年間の研究活動の活発度の変化で「低下し
ている（大きく低下・低下）」と回答した者に、図表 

3 に示す項目から活発度の低下要因を上位 2 位まで
選択するように求めた。この集計での割合とは、回答
者が選択した項目の割合を意味し、各項目割合を合計
すると 100％になり、1 位と 2 位の回答割合まで含
めると合計割合は 200％になる。1 位と 2 位を合計
した回答割合で最も大きい項目は、「⑩職務時間内で
研究以外への活動に割く時間が増加した」であった。
1 位のみの回答割合でも 58％であり、顕著に大きい
割合を示している。2 番目に回答割合の大きい「⑫そ
の他」の自由記述欄にも研究時間に関連する記述が散
見された。研究時間の減少は研究活動の活発度を低下
させる主要因であると、一線級の教員・研究者は認識
している。
　ここで、外部資金の獲得額別に項目⑩の回答割合

（1 位と 2 位の合計）を調べると、外部資金の有無や
獲得額に関係なく、全ての区分で回答割合が大きいこ
とが分かった（図表 4）。外部資金を獲得している回
答者は、外部資金を得ているのにもかかわらず、研究
時間を確保できていない状況が示唆される。
　研究活動の低下要因として回答者の属性による違
いが顕著なものに注目すると、「③研究成果の応用や
実用化フェーズに入った」が特徴的な傾向を示した。
外部資金の獲得額別に回答割合（1 位と 2 位の合計）
を調べると（図表 5）、外部資金の獲得額が高くなる
ほど回答割合が大きい傾向にある。特に大学回答者の
みでは、外部資金がない場合及び 100 万円未満の場
合に選択されず、より強い傾向が見られる。外部資金
の獲得額が高くなると、論文を生み出すような研究活
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動だけでなく、研究成果の応用や実用化フェーズに移
行した研究活動も行われていると考えられる。
　また、男女別の「⑪ライフステージ（育児・出産、
介護等）の移行により、研究に割り当てる時間が減っ
た」の回答割合（1 位と 2 位の合計）では、女性の
回答割合が 37％と非常に大きい（図表 6）。ライフス
テージの移行は女性研究者の研究活動に影響を与え
ていることが分かる。

3-2　研究活動の活発度が「大きく上昇または上昇」
と回答した要因
　次に、過去 3 年間の研究活動の活発度の変化で「大
きく上昇または上昇」とした回答者に、図表 7 に示
す項目から活発度の上昇要因を上位 2 位まで選択す

図表 4　外部資金の獲得額別の「⑩職務時間内で研究以外
への活動に割く時間が増加した」の回答割合

　　　  （1 位と 2 位の合計）

注： 1 位と 2 位の回答割合の合計値である。

図表 6　男女別の「⑪ライフステージの移行により、研究
に割り当てる時間が減った」の回答割合

　　　  （1 位と 2 位の合計）

図表 5　外部資金の獲得額別の「③研究成果の応用や実用
化フェーズに入った」の回答割合

　　　  （1 位と 2 位の合計）

注： 1 位と 2 位の回答割合の合計値である。

注： 1 位と 2 位の回答割合の合計値である。

図表 3　研究活動の活発度が「大きく低下または低下」した要因

注： 1 位の回答割合を合計すると 100％となり、2 位の回答割合も含めて合計すると 200％となる。ただし、四捨五入の関係で 200％にならない場合がある。
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図表 8　着任時期別の「①研究が立ち上げ期から本格実施
期へ移行した」の回答割合（1 位と 2 位の合計）

図表 9　男女別の「⑩ライフステージの移行により、研究
に割り当てる時間が増えた」の回答割合

　　　  （1 位と 2 位の合計）

注： 1 位と 2 位の回答割合の合計値である。 注： 1 位と 2 位の回答割合の合計値である。

図表 7　研究活動の活発度が「大きく上昇または上昇」した要因

注： 1 位の回答割合を合計すると 100％となり、2 位の回答割合も含めて合計すると 200％となる。ただし、四捨五入の関係で 200％にならない場合がある。

るように求めた。1 位と 2 位を合計した回答割合で最
も大きい項目は、「①研究が立ち上げ期から本格実施
期へ移行した」であった。続いて、「③新たな外部資
金を獲得した、または、外部資金が大幅に増加した」、

「⑤他の組織等との連携、共同研究が開始・活発化し
た」の項目が多く選択されており、研究活動を活発化
させる要因は多様であることが分かった。1 位のみの
回答割合に注目すると、「①研究が立ち上げ期から本
格実施期へ移行した」と「③新たな外部資金を獲得し
た、または、外部資金が大幅に増加した」が大きい項
目である点は全体の状況と同じであるが、次に続く項
目が「②ブレークスルーとなるような成果が得られ
た」であった。
　回答者の現在の所属に着任した時期に注目して、

「①研究が立ち上げ期から本格実施期へ移行した」の
回答割合（1 位と 2 位の合計）を調べると（図表 8）、

回答割合が最も大きい着任時期は「3～5 年前」であっ
た。ただし、雇用期間が長くなるにつれ、回答割合は
低下する傾向にある。長期的に同じ所属である場合、

「⑤他の組織等との連携、共同研究が開始・活発化し
た」や「③新たな外部資金を獲得した、または、外部
資金が大幅に増加した」などの回答割合が大きい。
　また、男女別の「⑩ライフステージ（育児・出産、
介護等）の移行により、研究に割り当てる時間が増え
た」の回答割合（1 位と 2 位の合計）では、研究活
動の低下要因の項目⑪と同様に、女性の回答割合が
11％と大きい（図表 9）。

4．まとめと示唆
　研究活動の現在の活発度や過去 3 年間の変化で
は、特に外部資金の獲得額が高いほど、現在の活発度
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が高く、活発度も上昇している。研究活動の活発度
と外部資金の獲得額は大きく関係していることが分
かった。
　研究活動の低下要因は、「⑩職務時間内で研究以外
への活動に割く時間が増加した」を選んだ回答者が
顕著に多い。外部資金の獲得額別に項目⑩の回答割
合を調べると、外部資金の有無や獲得額に関係なく、
全ての区分で回答割合が大きい。研究活動の活発度と
外部資金の獲得額は大きく関係していることから、少
なくとも外部資金を獲得するような教員・研究者が
研究活動に専念できる環境を用意することが重要で
あろう。また、外部資金の獲得額が増えるほど、「③
研究成果の応用や実用化フェーズに入った」の回答割
合が大きい傾向にあった。この結果は、外部資金の獲
得額が高くなるにつれ、「研究成果を創出し、論文を
生み出すような活動」から、研究成果の応用や実用化
フェーズに移行するため、論文以外の成果も生み出さ
れていることを示唆している。
　研究活動の上昇要因では、多様な要因が選択された
が、「①研究が立ち上げ期から本格実施期へ移行した」
が最も回答割合が大きい。ただし、着任してからの期

間が 3～5 年である場合に回答割合が最も大きい。任
期付きの教員・研究者の任期が 5 年以内の場合、研
究が本格実施期に移行した段階で任期が切れ、研究を
中断・異動しなければならない事態も想定される。上
昇した研究活動の活発度を維持するには、テニュアト
ラック制度などによる任期後の無期雇用への移行も
重要であることを示唆している。
　加えて、研究活動の低下・上昇要因の両方で、ライ
フステージの移行に関する項目を選択する女性の割
合が大きい。女性研究者の研究活動の活発度の低下及
び上昇に、ライフステージの移行が大きく影響してい
ることを示唆しており、女性研究者の活躍促進のため
には個々の状況に応じたより細やかな対応が必要で
あると言えよう。
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